
合計
367億3,698万円
（54億2,935万円）

合計
354億932万円
（47億9,264万円）

地方交付税

災害復旧事業費

市　　税

補助費等

国・県支出金

普通建設事業費

一般会計決算の状況について

各会計の令和２年度決算状況

 市民一人当たり決算額（総額103.5万円）

 新型コロナウイルス感染症対策等の主な実施事業

　市は毎年「庄原市財政状況の公表に関する条例」に基づき、予算の
執行状況や決算、財政の健全度を示す基準について公表しています。
　今回は、令和２年度決算や健全化判断比率と令和３年度上半期の予
算の執行状況についてお知らせします。
　より詳しい内容は市ホームページに掲載していますのでご覧ください。　令和２年度は、猛威を振るう新型コロナウイルス感染症の感染防止対策の徹底や医療提供体制の確

保、さらに緊急経済対策として市民や事業者などへ多様なニーズに合わせた支援を、国・県から交付され
る補助金などを活用して実施しました。
　また、発災以降、最優先事業として取り組んでいる災害復旧事業に加え、新焼却施設整備など大型
建設工事の事業実施に伴い、投資的経費が増額となりました。
　その結果、歳入が367億3,698万円（前年度比54億2,935万円増）、歳出が354億932万円（前年
度比47億9,264万円増）と、いずれも前年度より大幅な増額となりました。

（令和３年１月１日現在の住民基本台帳人口34,208人）

法人市民税および入湯税の減　　　　　　　　

　個人市民税は、前年度比827万円増加しましたが、法人市民税
は税率の改正などにより2,561万円の減額となったため、市民税
全体で1,734万円の減額となりました。また、度重なる緊急事態
宣言に伴う、入浴施設の休館などにより入湯税が647万円の減額
となり、市税全体では1,424万円の減額となりました。

普通交付税の増　　　　　　　

　普通交付税は、地域社会の維持・再生に必要となる取り組み
に要する経費として「地域社会再生事業費」が新設されたこと
や、地方債に係る元利償還金の増額により、前年度比１億6,234
万円の増額となりました。また、特別交付税は、令和２年７月
豪雨に伴う災害復旧事業に係る交付額の増加などにより、１億
1,692万円の増額となり、地方交付税全体では２億7,926万円の増
額になりました。

臨時交付金などによる国庫支出金の増

　特別定額給付金事業補助金34億6,731万円や、新型コロナウイ
ルス感染症対応地方創生臨時交付金12億7,364万円の皆増に加
え、災害復旧事業に対する補助金の増額などにより、国・県支
出金全体では47億8,839万円の大幅な増額となりました。

財政課財政係　☎0824ｰ73ｰ1129

●特別定額給付金給付事業（市民一人当たり一律10万円の支給） 34億6,712万円
●キャッシュレス決済導入支援事業（キャッシュレス決済の導入支援とプレミアムポイントの付与） １億7,290万円
●庄原市雇用維持支援助成（市内中小企業等の雇用維持に対する支援） １億7,271万円
●庄原市子育て世帯応援臨時給付金（児童手当受給世帯に一律５万円の支給） 9,748万円
●新型コロナウイルス感染症感染拡大防止補助金（市内中小企業等へ設備導入経費等の補助） 5,493万円
●新型コロナウイルスワクチン接種事業（ワクチン接種体制の整備） 1,193万円
●医療提供体制維持支援事業（医療機器及び患者受入体制整備の支援） 6,458万円 など

新型コロナウイルス感染症対策などによる増　　　　　　　　

　全市民を対象に一律10万円を支給した特別定額給付金給付事
業34億5,260万円のほか、医療提供体制の支援事業6,458万円な
ど、コロナ禍に対応するための取り組みにより、補助費等全体
では43億7,493万円の増額となりました。

災害復旧事業費の減　　　　　　

　災害復旧事業費の主な決算内訳は次のとおりですが、平成30
年７月豪雨で被災した廃棄物処理施設災害復旧事業の完了によ
り、全体では前年度比７億2,551万円減額の26億6,443万円とな
りました。
●公共災害復旧事業（道路・河川）　　　 ９億8,791万円
●農業用施設災害復旧事業（農道・水路） ８億8,288万円
●農地災害復旧事業　　　　　　　　　　 ４億9,722万円 ほか

新焼却施設整備などによる事業費の増

　プラント建設工事の着工に伴い新焼却施設整備事業が14億
9,216万円の増額となったほか、上野総合公園陸上競技場の整
備２億1,042万円、GIGAスクール構想に基づくタブレット端末
導入に係る環境構築整備による小学校施設整備事業１億4,434
万円がそれぞれ増額したことにより、全体では11億8,171万円
の増額となる50億8,050万円となりました。

令和２年度

決算
会　　計　　名 歳入決算額

Ａ
歳出決算額
Ｂ

形式収支
Ｃ＝Ａ－Ｂ

繰越財源
Ｄ

実質収支
Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般会計 367億3,698万円 354億932万円 13億2,766万円 8億3,464万円 4億9,301万円
住宅資金特別会計 640万円 614万円 26万円 0万円 26万円
歯科診療所特別会計 2,149万円 2,134万円 15万円 14万円 1万円
休日診療センター特別会計 1,068万円 1,054万円 14万円 14万円 0万円
国民健康保険特別会計 39億5,726万円 39億563万円 5,163万円 0万円 5,163万円
国民健康保険特別会計（直診勘定） 6,103万円 6,074万円 30万円 14万円 16万円
後期高齢者医療特別会計 6億6,271万円 6億6,165万円 107万円 0万円 107万円
介護保険特別会計 63億4,077万円 62億3,770万円 1億306万円 0万円 1億306万円
介護保険サービス事業特別会計 5,310万円 5,310万円 0万円 0万円 0万円
農業集落排水事業特別会計 3億9,806万円 3億9,647万円 159万円 0万円 159万円
浄化槽整備事業特別会計 2億1,582万円 2億1,468万円 114万円 0万円 114万円
宅地造成事業特別会計 14万円 14万円 0万円 0万円 0万円

※一般会計の実質収支（黒字となったお金）のうち、２億 6,000 万円は減債基金（貯金）へ積み立て、残り２億 3,301 万円を令和３年度に繰り越しました。

会　　計　　名 収　　益 費　　用 特別利益 特別損失 当年度純利益
（▲損失）

水道事業 10億9,119万円 10億360万円 0万円 0万円 8,759万円
下水道事業 9億2,443万円 8億5,616万円 483万円 5,159万円 2,151万円
病院事業 14億1,886万円 13億3,410万円 810万円 810万円 8,476万円

民生費 総務費 衛生費 公債費 土木費 その他 災害復旧費 農林水産業費 教育費

高齢者や障害
者などの福祉
や保育所運営
などに

自治振興、定
住支援、戸籍
事務、生活交
通路線確保な
どに

医療の充実、
健康診査、ご
み処理、水道
事業などに

市債（市の借
金）の元金と
利子の支払い
などに

道路整備、区
画整理、公園・
公営住宅の管
理などに

商工業・観光
の 振 興、 消
防 や 防 災、
市 議 会 の 運
営などに

公共土木施設
や農林水産業
施設などの災
害復旧に

新規就農者の
支援や森林の
整備など農林
水産の振興に

小・中学校の
教育や施設整
備、生涯学習、
体育施設の管
理などに

21.4万円 19.3万円 12.3万円 12.3万円 9.0万円 8.3万円 7.8万円 6.8万円 6.3万円

一般会計・特別会計

企業会計

※金額は万円未満を四捨五入していますので、内訳の合計は必ずしも一致しません。

歳入のポイント

歳出のポイント一般会計歳出

一般会計歳入

人件費
39億7,260万円
(+770万円)

災害復旧事業費
26億6,443万円
(▲7億2,551万円)

その他経費
44.4%

義務的経費
33.7%

扶助費
37億5,534万円
(+4,996万円)

公債費
42億435万円
(+2億1,152万円)

物件費
42億5,437万円
(+1億3,565万円)

補助費等
83億3,934万円
(+43億7,493万円)

繰出金
24億6,121万円
(▲4億5,551万円)

積立金
4億4,743万円
(▲209万円)

投資的経費
21.9%

普通建設事業費
50億8,050万円
(+11億8,171万円)

その他（貸付金など）
2億2,975万円
(+1,428万円)

※（　）は前年度比

依存財源
84.0％

地方交付税
136億5,160万円
(+2億7,926万円)

使用料・手数料など
9億3,965万円
(▲1億6,711万円)

繰越金
4億4,096万円
(▲1億7,702万円)

市債
40億9,444万円
(+4億1,495万円)

市税
37億8,981万円
(▲1,424万円)

国・県支出金
116億2,984万円
(+47億8,839万円)

繰入金
7億1,600万円
(+2億2,381万円)

地方譲与税・
各種交付金など
14億7,468万円
(+8,130万円)

※（　）は前年度比

自主財源
16.0％
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500億6,564万円

市債残高の推移（全会計） 

地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するため
の「健全化判断比率」として実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担
比率の４つの指標があります。

将来負担比率
地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払っていく可能性のある負担などの現時点での残高を指標化し、

将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は101.1％と早期健全化基準内の指標となっています。

実質公債費比率
借入金の返済額およびこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標です。公債費負担適正化

計画に基づく計画的な市債の発行に努めることで、11.9％と早期健全化基準内の指標となっています。

連結実質赤字比率
　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体と
しての財政運営の悪化の度合いを示す指標です。庄原市は黒字のため該当ありませんでした。

実質赤字比率
　福祉、教育、まちづくりなどを行う地方公共団体の一般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度
合いを示す指標です。庄原市は黒字のため該当ありませんでした。

健全化
判断比率

健全化判断比率の推移
　計画的な市債発行による市債残高や償還額の減少など、これま
での財政健全化の取り組みにより、実質公債費比率および将来負
担比率は改善傾向にあります。
　令和２年度決算では、実質公債費比率は前年度比 1.3％、将来
負担比率も前年度比 10.8％の健全化を図ることができました。
　今後も、計画的な市債発行などにより、財政の健全化を進めます。
※実質赤字比率および連結実質赤字比率は、黒字のため該当ありません。

公営企業の資金収支の累積不足額を表すもので、庄原市ではすべての公営企業で
該当ありませんでした。資金不足比率

令和２年度は、新焼却施設整備事業などに伴う借入額の増額などにより市債残高が増加しま
した。また、基金では、財源不足などに備える財政調整基金の増額や、森林環境整備基金の
新設などにより、前年度末より増加しました。

市債・基金

残　高

　庄原市財政状況の公表に関する条例に基づき、令和３年度の４月１日から９月 30 日までの予算の執行
状況についてお知らせします。

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率 350％

25％ 35％

17.62％ 30％

12.62％ 20％

早期健全化基準 財政再生基準

財政状況が良い 財政状況が悪い

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、下水道事業、病院事業、農業集落排水事業、浄化槽整
備事業、宅地造成事業です。

資金不足比率 20％

経営健全化基準

会　　計　　名 令和２年度末残高 令和元年度末残高
一般会計 386億3,092万円 385億7,704万円
住宅資金特別会計 0万円 103万円
公共下水道事業特別会計 0万円 47億4,664万円
農業集落排水事業特別会計 24億5,872万円 26億2,490万円
浄化槽整備事業特別会計 5億864万円 5億764万円
水道事業 35億9,367万円 36億7,914万円
下水道事業 45億9,580万円 0万円
病院事業 2億 7,790 万円 3億 2,003 万円
市債残高合計 500億6,564万円 504億5,641万円

基　　金　　名 令和２年度末残高 令和元年度末残高
財政調整基金 39億7,742万円 38億2,688万円
地域振興基金 30億2,317万円 30億4,970万円
過疎地域自立促進基金 2億162万円 1億9,549万円
国民健康保険財政調整基金 3億5,475万円 2億5,808万円
介護給付費準備基金 2億3,127万円 1億4,832万円
その他の基金 6億885万円 5億2,821万円
基金残高合計 83億9,708万円 80億668万円

市債残高状況

基金残高状況

※令和３年３月31日時点残高
（令和３年１月１日現在の住民基本台帳人口34,208 人）

令和２年度末における
市民一人当たりの市債残高

146.4万円

令和３年度上半期令和３年度上半期 予算の執行状況予算の執行状況

区　　　分 予　算　額 収入済額と収入率 支出済額と執行率
一　般　会　計 398億1,138万円 144億728万円 36.2% 125億4,199万円 31.5%
特別会計　合計 116億8,037万円 44億6,035万円 38.2% 47億8,345万円 41.0%
国民健康保険 38億7,550万円 14億5,196万円 37.5% 16億1,048万円 41.6%
介護保険 63億2,484万円 26億6,076万円 42.1% 26億4,094万円 41.8%
その他 14億8,004万円 3億4,763万円 23.5% 5億3,203万円 35.9%

水
道
事
業

収益的収支
収入 11億2,430万円 4億6,743万円 41.6%
支出 10億8,929万円 4億5,739万円 42.0%

資本的収支
収入 5億9,662万円 258万円 0.4%
支出 10億1,670万円 2億1,394万円 21.0%

下
水
道
事
業

収益的収支
収入 9億3,684万円 4億4,903万円 47.9%
支出 9億1,732万円 3億8,740万円 42.2%

資本的収支
収入 6億1,140万円 3億5,969万円 58.8%
支出 6億3,102万円 1億9,544万円 31.0%

病
院
事
業

収益的収支
収入 13億8,558万円 8億556万円 58.1%
支出 13億8,558万円 5億6,899万円 41.1%

資本的収支
収入 1億9,515万円 4,015万円 20.6%
支出 2億2,849万円 4,227万円 18.5%

区　　分 予　算　額 収入済額 収入率
市　　税 36億4,485万円 22億4,412万円 61.6%
国民健康保険税 6億4,162万円 2億2,939万円 35.8%

市　　債 474億6,729万円
一般会計 364億9,364万円
特別会計 28億6,558万円
企業会計 81億807万円

●税の収入状況（一般会計・国民健康保険特別会計） ●市債残高

●一般会計・特別会計・公営企業会計の収支状況

広報しょうばら／ 2021.11　8 9　2021.11 ／広報しょうばら


